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 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」（平
成30年３月30日付官報）により随時受け付け
る。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Ryuichi Kuwajima, Direc‑

tor of Kushiro Development and Construc‑

tion Department of Hokkaido Regional De‑

velopment Bureau
 Classification of the services to be pro‑

cured : 77
 Nature and quantity of the services to be

required : 1 set of Maintenance of Ocean

wave observation device and strong motion

seismograph in Kushiro Port and the others
 Fulfillment period : 31 January 2019
 Fulfillment place : The place specified by

the Obligating Officer
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :
 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting
 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Singlequalification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2016・2017・2018
 have proven to have a person who has

license of Weather and Ocean Wave in‑

vestigator, or a person who has license of

Hydrographic survey technology (first

grade (coast))
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 3 : 00 p.m. 12 July 2018

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 1

August 2018

 Contact point for the notice : Atsushi Ta‑

keda, Senior Officer of Contracts Division,

Contracts Division, Kushiro Development

and Construction Department of Hokkaido

Regional Development Bureau, 3, Saiwai‑

cho 10‑Chome, Kushiro, Hokkaido, 085
8551, Japan TEL 0154247129

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年６月８日

支出負担行為担当官
大阪航空局長 川勝 弘彦

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
〇阪空契第 75 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達物品及び数量

熊本空港ＴＡＰＳ用20kVA無停電電源装
置外１点（製造・設置・調整）（電子入札対象
案件）
 調達物品の特質等
１）熊本空港 20kVA無停電電源装置１組
（２台／組）、入力盤１面、直送切換盤１
面、出力切換盤１面、待機出力盤１面、蓄
電池２組、蓄電池監視装置盤２面
上記調達物品の設置・調整を行う。

２）長崎空港 20kVA無停電電源装置１組
（２台／組）、入力盤１面、直送切換盤１
面、出力切換盤１面、待機出力盤１面、出
力分岐盤１面、蓄電池２組、蓄電池監視装
置盤２面
上記調達物品の設置・調整を行う。
なお、詳細は仕様書による。

 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、紙入札方式参加願を提出するものとする。
 納入期限 平成31年１月25日
 納入場所 熊本空港事務所 庁舎（熊本県
上益城郡益城町大字小谷）長崎空港事務所
管制塔庁舎（長崎県大村市箕島593２）
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年、被保佐人又は被補助人であっ
て、契約締結のために必要な同意を得ている
者は、同条中の特別の理由がある場合に該当
する。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）のうち、開札時までに
「物品の製造」でＡ等級に格付けされている
者。
なお、当該資格を有していない者について
は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成30
年３月30日付官報）に記載されている申請方
法等により、競争参加資格の申請を受け付け
る。
 大阪航空局長から指名停止の措置を受けて
いる期間中のものでないこと。
 次に掲げる要件を有するものであること。
１）平成20年４月１日以降に元請けとして完
了した調達物品又は同種物品を製造し、航
空保安施設、医療施設、原子力発電所等に
納入した実績を２件（契約）以上有するこ
と。ただし、調達物品又は同種物品を構成
する主要構成品である「順変換部」及び「逆
変換部」を自ら設計・製造できること。
なお、同種物品とは、定格出力５kVA

以上で、「待機冗長・直送同期無瞬断切換シ
ステム」又は「並列冗長・直送同期無瞬断
切換システム」の無停電電源装置をいう。

２）１）の実績とは別に、製造・納入した同
種物品について10年以上の運転（稼働）実
績を有すること。
３）調達物品の設計・製造・設置・調整を行
うために必要な組織体制を有する者。
４）調達物品の製造計画等を適切に行える
者。
５）調達物品に対し、適切な品質管理体制が
整備された者。
６）調達物品に対し、サービス体制及び部品
供給体制が整備された者。
・納入先において精密点検整備等を実施す
ることができる技術者派遣体制を有する
こと。
・緊急時（夜間・休日等を含む）の連絡体
制が整っていること。
・緊急時の技術者派遣要請に対し、24時間
以内に技術者を派遣できる体制を有する
こと。
・構成部品について、最低15年間供給でき
ること。
・部品の供給を要請した場合は、３ヶ月以
内に納入場所へ部品供給できること。

 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 会社更生法に基づき、更生手続き開始の申
し立てがなされている者又は民事再生法に基
づき、再生手続き開始の申し立てがなされて
いる者でないこと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書・仕様書の交付場所及び問い合わ
せ先
〒5408559 大阪市中央区大手前４１
76大阪合同庁舎第４号館15階 国土交通省
大阪航空局総務部契約課契約係 電話06
69496206
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/
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